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研究要旨 

東日本大震災の被災地では住民の精神的健康が心配されているが、被災地の市町自治体、

医療機関、消防、社会福祉協議会などの職員は、被災地住民でありながら応急期から、復

旧期、復興期の長期にわたり支援に携わるが、こうした職員の災害後長期の精神的健康の

実態や対策については不明な点が多い。そこでこうした職員の精神的健康とこれに関連す

る要因について縦断調査を行い、調査結果に基づいた効果的な対策を提言したいと考えた。 

一方、被災地住民の精神的健康を回復させ、精神疾患を予防するためには、支援者が復

興期に実施できる心理的介入方法を開発し普及するとともに、一般市民に対して認知行動

療法に基づく研修プログラムを開発することが有用と考えられる。 

健康調査は、被災地の自治体職員、医療関係者、消防職員、沿岸部 6 市町の社会福祉協

議会職員など、全体で 3,150 人に対して実施され、また、2 年間、あるいは 3 年間に及ぶ縦

断追跡も行われた。被災地で働く人々は、支援者でもあるが、被災者でもあり、自宅の損

壊や流出、仮設住宅への転居、近親者の死などの体験と関連して精神ストレス、抑うつ症

状、PTSD 症状が高くなっていた。また、職場でのコミュニケーション、復興関連業務、休

養不足などの職場の環境も精神症状と関連していた。この結果からは、災害後に働く地元

の支援者に対する精神健康対策が必要であり、特に、災害後の職場環境を整えるための働

きかけが重要であると考えられた。 

本研究では、災害復興期の心理的支援方法であるサイコロジカル・リカバリー・スキル

（Skills for Psychological Recovery: SPR）の研修を被災地の支援者 151 名に実施した。研

修後のアンケート調査では、支援者はプログラムへの関心は高かったが、実際に適用する

ためにはさらなる研修が必要と考えられた。そこで、我々は実演を含んだトレーニング DVD

を開発したり、事例検討などの追加研修などを実践した。さらに、実際に沿岸被災地 A 地

区において SPR の実施可能性を検証するための介入研究を開始した。介入研究では、実際

に被災地において同意の得られた対象者 8 名に介入を実施、このうち現在まで 3 名が介入



を終了した。予備的介入を行った 4 名と含めた 7 名の終了者は、いずれも症状が改善し、

また有害事象も認めていない。これらの結果から SPR はわが国の大規模災害後に実施可能

な介入であることが示唆され、また、これを普及させるための研修や教材が役立つ可能性

が示唆された。また、一般市民向けの研修会については、これまで 180 名が研修を受講し、

前後調査に協力の得られた 46 名の解析によれば、自己効力感が有意に改善し、また、研修

における理解度も高いことが確認できた。大規模災害後の、被災地市民の健康増進や疾病

予防に向けて、認知行動的アプローチを含んだ研修プログラムが有用である可能性が示唆

された。

 

はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震

災（以下震災）は、わが国に未曾有の被害

をもたらした。大規模災害の後には、被災

地域の住民が精神的な健康に問題を呈する

ことが知られている。特に、今回のような

大規模災害においては、その影響は被災地

域全体に及んでおり、その健康被害の大き

さを計り知ることは難しい。 

大規模災害から地域の人々が復興し、心

の健康を回復していくためには、災害後の

応急期、復旧期、復興期の各時期を通して

公益性の高い仕事に従事する支援者は欠か

せない存在である。こうした職種には、自

治体職員、医療関係者、社会福祉サービス

職員、教員、消防隊員、警察官などが含ま

れるが、こうした人々は支援者という立場

にあるが、一方で被災地において生活する

被災者でもあり、大切な家族、友人、知人、

同僚を失ったり、自宅を失うなどの大きな

被害を受けている者も多い。発災直後から

震災に対応した業務に従事し、長期的にも

復旧、復興に向けた膨大な業務に携わり、

被災により職場環境が大きく悪化している

場合もある。 

大規模災害後の被災地で働く支援者の

精神的健康についての研究は応急期に活動

する職業的支援者である警察官や消防隊員

を対象とした研究はあるが、応急期から復

旧期・復興期にかけて長期間活動するその

他の支援者や働く人々の精神的健康につい

て調べた研究は乏しい。このため、こうし

た人々の精神的健康にどのような影響が生

じるのか、その実態は明らかにされておら

ず、このための対策も確立されていない。

こうした人々のトラウマ関連症状や抑うつ

症状について疫学的な実態調査を行うこと

は、災害後の労働者の健康対策を検討する

上で極めて重要なことだと考えられる。 

また、災害直後の被災地においては、全

国からこころのケアチームを含めた外部の

支援者により応急的な対策が取られ、地域

の精神保健医療を支える体制が構築された。

しかし、中長期的に住民の精神的健康を向

上させ、うつ病を始めとした精神疾患の予

防に向けた対策を行うためには、心理学的

な理論やモデルに基づいた効果的な介入方

法を開発していく必要がある。このために

は、大規模災害後の被災地で実際に役立つ

心理プログラムや介入方法を開発し、これ

を実際に適用し効果を検証していくことが

大切になる。 

本研究は、Ⅰ．被災地の支援者の精神的

健康についての疫学調査、Ⅱ．災害復興期

の専門家が実施する心理支援方法の開発、



Ⅲ．被災地の一般市民向けの認知行動アプ

ローチによる介入を実施することで、東日

本大震災における被災者の精神的健康の実

態を明らかにするとともに、大規模災害後

の効果的な介入方法を開発するための研究

である。 

 

Ⅰ.被災地における支援者のメンタルヘル

スについての調査と支援方法についての研

究 

 

Ａ．研究目的 

大規模災害においては、応急期、復旧期、

復興期のそれぞれの時期に応じて様々な職

種の人々が支援に携わる。このような災害

後の働く人々の精神的健康に着目した研究

としては、主に応急期に職業的救援者とし

て支援を行う警察官や消防士などを対象と

した研究が過去の災害でも行われており、

うつ病や PTSD に相当する症状が長期的に

持続することが報告されている。 

しかし、災害後には応急期だけではなく、

復旧期・復興期を含む長期の支援活動が必

要であり、特に公益性の高い仕事に従事す

る支援者は欠かせない存在である。こうし

た職種には、自治体職員、医療関係者、社

会福祉サービス職員、教員などが含まれる

が、その多くは被災した地元に住む人々で

あり、被災者として被災地での生活を続け

るなかで、長期の支援活動を行うことにな

る。こうした人々の多くは応急期から支援

活動を継続しており、被災者としてのスト

レスに加えて、災害後の支援に関わるスト

レスが付加されることが予想されるため、

精神的健康に問題を抱えるリスクが高いと

考えられる。 

実際、東日本大震災の発生から３年近く

経つ時期においても、被害が大きかった地

域では、多くの地元の支援者は、様々な支

援活動や復興事業に従事している。自治体

職員においては、精神疾患による休職者が

増加しているという新聞報道もあり、被災

地で働く支援者の精神的健康を保持し、精

神疾患を予防するための対策は目下の課題

である。しかし、こうした地元で働く公益

性が高い仕事に就く支援者の精神的健康に

ついては、これまで十分に研究されてこな

かった。 

そこで、我々は、研究①では東日本大震

災被災地の自治体Ａの行政職員と医療関係

者、B 地区の消防隊員に対して健康調査を

実施し、精神医学的な立場から支援を行う

とともに、職員の健康の実態を明らかにし、

必要な支援の実施に役立てるための縦断的

な研究調査を計画した。2012 年度、2013

年度、2014 年度に実施した調査結果につい

て、各職域における精神的健康に関わる指

標の結果を示すとともに、2012 年度の結果

をもとに精神的不健康に関連している要因

を検討し報告する。さらに研究②では、被

災自治体 C での健康調査について、派遣職

員のデータも含めて報告する。 

また、研究③では、地域の社会福祉を支

え、復興を担う社会福祉協議会（以下、社

協）の職員に注目した。社協は、平時には

地域に密着し、主に高齢者や障害者への

様々な社会福祉サービスを行っている。ま

た、大規模災害の際には、行政など様々な

関係機関と連携し、被災者への支援活動の

ため、災害ボランティアセンターの設置、

仮設の見守りを行う生活支援相談員の配置

等をすすめ、仮設住宅等で生活する被災者



への生活支援・相談活動に取り組んでいる。 

地域の復興に向けて、地域の社会福祉を

支える社協職員の果たす役割は大きいが、

大規模災害後の社協職員のメンタルヘルス

については、これまで十分に調べられてこ

なかった。今回の震災では、地域全体が広

範囲にわたり大きな打撃を受けていたため、

社協の職員は自らも被災しながら、社会的

な弱者である高齢者や障害者への支援に加

え、被災者に社会福祉サービスを提供し、

支援しなければならなかった。業務の質や

量の変化等により、肉体的にも精神的にも

疲労の蓄積が大きくなってきているものと

予想された。 

発災から約 20 か月、約 32 か月後の、宮

城県内の各自治体社協職員のメンタルヘル

スの実態と精神的不健康に関わる要因を検

証すること。また、社協職員自ら健康状態

を把握し、セルフケアに努めるよう啓発す

るとともに、集団での傾向を把握し、今後

の対策に役立てることを目的とする。 

 

Ｂ．調査方法 

①Ａ自治体の行政職員、医療職員、B 自治

体の消防職員への調査 

対象は、2012 年度は A 自治体の行政職

員、医療職員と A 自治体に隣接する B 自治

体の消防隊員。1,788 名に配布し、1,479 名

(回収率 83%)からデータを回収することが

できた。2013 年度は A 自治体の行政職員と

医療職員。1500 名に配布し、1068 名（回

収率 71％）から回収することができた。

2014 年度は A 自治体の行政職員と医療職

員。1533 名に配布し 891 名（回収率 58%）

から回収することができた。なお、各年度

の回答者の中には、震災発生後に雇用され

た職員や、他自治体から震災後に派遣され

た職員も含まれているため、本研究では、

震災発生時から継続して勤務している職員

のみを対象とした。 

調査は自記入式調査票を使用して行わ

れた。震災による個人の被災状況、震災後

の職場環境の状況に加え、精神症状の評価

として以下の 3 評価尺度が使用された。 

① K6 （ Kessler Psychological Distress 

Scale） 全般性精神健康を 6 項目の質問で

評価する尺度 

②PHQ-9（Patient Health Questionnaire:

こころとからだの質問票）抑うつ症状の重

症度を 9 項目の質問で評価する尺度 

③PCL （PTSD Check List:心的外傷後ス

トレス障害チェックリスト）PTSD の重症

度を 17 項目の質問により評価する尺度 

調査票には協力の任意性が明記され、職

場の上司や同僚などに結果が知られること

がないよう、個人により封をされた後に回

収された。調査後の配慮として希望者には

精神科医、臨床心理士、または精神科看護

師が相談を行い、調査票を提出しない場合

でも相談を利用することが可能である旨を

周知した。なお、本調査は、東北大学大学

院医学系研究科倫理委員会の承認を得た上

で行われた。 

 

②C 自治体の行政職員への調査 

対象は東北沿岸部被災地域の B 自治体

職員である。調査は、第１回調査を 2012

年 11 月に実施し、第２回調査を 2014 年８

月に実施した。第１回調査は 361 名を対象

として調査表を配布し、355 名から回答を

得た（98％）。第２回調査は、408 名を対象

として調査表を配布し、397 名から回答を



得た（97％）。 

調査項目は、現在の業務の状況や自身の

被災状況、現在の健康状況、職業性ストレ

ス簡易調査表の身体愁訴の項目、うつ病・

不安障害のスクリーニング調査票（Kessler 

Psychological Distress Scale：K6）、ここ

ろとからだの質問票（Patient Health 

Questionnaire：PHQ-9）による抑うつ症

状とその重症度評価、そして、17 項目の質

問により PTSD の重症度を評価する外傷後

ストレス障害チェックリスト（PTSD 

Check List：PCL）であった。 

調査票には協力の任意性が明記され、職

場の上司や同僚などに結果が知られること

がないよう、個人により封をされた後に回

収された。調査後の配慮として、希望者に

は精神科医、臨床心理士、または精神科看

護師が相談を行い、調査票を提出しない場

合でも相談を利用することが可能である旨

を周知した。なお、本調査は、東北大学大

学院医学系研究科倫理委員会の承認を得た

上で行われた。 

 

③の調査対象は、宮城県内の被災地域の

社協職員で、第 1 回目は、6 自治体の社協

職員 1008 名（回答者数 822 名、回答率

81.5%）、第 2 回は、5 自治体の社協職員 870

名（回答者数 779 名、回答率 89.5%）であ

った。 

第 1 回は、平成 24 年 11 月～1 月（発災

から約 20 か月後）に、第 2 回 平成 25 年

11 月～1 月（発災から約 32 か月後）に実

施された。 

調査内容は、基本属性として現在の状況:

現在の業務の状況や自身の被災状況など、

メンタルヘルスに影響しうる要因として現

在の健康状況:現在の体調やストレスの要

因について、その他、精神的な症状は K6、

PHQ-9、PCL を使用した。 

解析方法は、宮城県沿岸部の社協職員に

対し、第 1 回は発災から 20 か月後に、第 2

回は発災から 32 か月後に調査を実施した。

基本属性、メンタルヘルスに影響しうる要

因について質問し、全般性心理的ストレス

（K6）、抑うつ症状（PHQ-9)、 PTSD 症

状（PTSD Check List：PCL)を評価した。

K6≧13 点、PHQ-9≧10 点、PCL≧44 点の

者をハイリスク者とし、集計を行った。個

人の要因、被災による要因、職場の要因の

各要因に対して、ロジスティック回帰分析

を行い、K6、PHQ-9、PCL のハイリスク

者に影響を及ぼしている要因を検討した。

各要因についてそれぞれ単回帰分析を行い、

有意であった要因について多重回帰分析を

行った。 

 第 1 回の調査では、解析対象者（男 216

名、女 579 名）の平均年齢は 46.8±10.7 歳

であった。第 2 回の調査では、解析対象者

（男 204 名、女 569 名）の平均年齢は

47.6±10.4 歳であった。この 2 回の調査に

おいて、K6、PHQ-9、PCL ハイリスク者

の割合に変化は認めなかった。 

この K6、PHQ-9、PCL ハイリスク者に

影響を与えている要因について検討を行っ

た。K6（全般性心理的ストレス）ハイリス

ク者は、自身の健康不安、メンタルヘルス

の治療歴、職場の人間関係、住民からの非

難などの要因と関連していた。PHQ-9（抑

うつ症状）ハイリスク者は自身の健康不安、

メンタルヘルスの治療歴、家計収入の減少、

休養不足、職場の人間関係、仕事のやりが

いのなさなどの要因と関連していた。PCL



（PTSD 症状）ハイリスク者は、メンタル

ヘルスの治療歴、被災による転居、職場の

人間関係などの要因と関連していた。メン

タルヘルスの治療歴、職場の人間関係とい

った要因が共通して精神的不健康に影響を

与えていた。 

調査票には協力の任意性が明記され、職

場の上司や同僚などに結果が知られること

がないよう、個人により封をされた後に回

収された。調査後の配慮として希望者には

精神科医、臨床心理士、または精神科看護

師が相談を行い、調査票を提出しない場合

でも相談を利用することが可能である旨を

周知した。なお、本調査は、東北大学大学

院医学系研究科倫理委員会の承認を得た上

で行われた。 

 

Ｃ．研究結果 

①Ａ自治体の行政職員、医療職員に対する

調査（図 1） 

対象者のうち、震災発生時から災害支援

業務を行っていた職員は、2012 年は 967

名だった。行政職員 610 名、医療職員 357

名、消防隊員 328 名だった。男性が 41％で

平均年齢 43 歳だった。2013 年は 895 名だ

った。所属を回答しなかった 163 名を除く

と、行政職員は 564 名、医療職員は 168 名

だった。男性が 40％で平均年齢は 45 歳だ

った。2014 年は 767 名で、所属を回答しな

かった 28 名を除くと行政職員が 447 名、

医療職員が 292 だった。男性が 36％で平均

年齢は 45 歳だった。 

全般的精神健康の指標である K6 につい

て、総得点 13 点以上の高いストレスを自覚

している職員の割合を図 1 に示す。2012 年

は自治体職員 11%、医療職員 15%、消防隊

員 3％であった。2013 年は行政職員 12%、

医療職員 7%だった。2014 年は行政職員

10%、医療職員は 8%だった。 

うつ病のリスクが高い PHQ-9 の総得点

が 10 点以上の職員の割合を図 2 に示す。

2012 年は自治体職員 24%、医療職員 22%、

消防隊員 6％であった。2013 年は行政職員

21%、医療職員 20%だった。2014 年は行政

職員 17%、医療職員 15%だった。 

PTSD のリスクが高い PCL の総得点が

44 点以上の職員の割合を図 3 に示す。2012

年は自治体職員 9%、医療職員 9%、消防隊

員 3％であった。2013 年は行政職員 6%、

医療職員 2%だった。2014 年は行政職員 5%、

医療職員 3%だった。 

精神的不健康のリスクに関わる要因を

明らかにするため、2012 年度の結果をもと

に、行政職員、医療職員において、PTSD、

うつ病のハイリスクに関与している要因を

検討した。各要因に該当する職員の割合は、

家族に死者か行方不明者がいる者は 9％、

被災による転居は 23％、死の恐怖を感じる

体験をした者は 55%であった。職場のコミ

ュニケーション不足を感じている者は 17%

で、休養不足を感じている者は 39%であっ

た。多変量ロジスティック回帰分析を用い

て検討した結果、PTSD のハイリスクに対

して最も高いオッズ比を示したのは休養不

足であり、約 5 倍だった。職場のコミュニ

ケーション不足は、約 3 倍であった。一方

で、家族に死者がいると回答した職員のオ

ッズ比は約 4 倍、被災により転居したと回

答した職員は約 3 倍であり、震災の直接的

な影響は PTSD のハイリスクに関与してい

た。うつ病のハイリスクに関与する要因と

して最も高いオッズ比を示したのは、職場



のコミュニケーション不足と休養不足であ

り、オッズ比はそれぞれ約 3 倍だった。 

 

②Ｂ自治体の行政職員に対する調査（図４） 

 第１回調査は、男性 156 名（56％）、平

均年齢は 43.8 歳であった。家族に死者行方

不明者がいる者は 16％、被災による転居は

44％、死の恐怖を感じる体験をした者は

69%であった。職場のコミュニケーション

不足を感じている者は 39%で、休養不足を

感じている者は 46%であった。 

 精神的な問題（K6：有効回答数＝349 名）

について、総得点 10 点以上の高いストレス

を自覚している職員の割合は 21％であっ

た。うつ病のリスクが高い（PHQ-9：有効

回答数＝348）が 10 点以上は、17％であっ

た。また、PTSD のリスクが高い（PCL：

有効回答数＝333）が 44 点以上の者は、9％

であった。 

 第２回調査は、男性 250 名（61％）、平

均年齢は 45.3 歳であった。家族に死者行方

不明者がいる者は 13％、被災による転居は

35％、死の恐怖を感じる体験をした者は

57%であった。休養不足を感じている者は

38%であった。 

 精神的な問題（K6：有効回答数＝389 名）

について、総得点 10 点以上の高いストレス

を自覚している職員の割合は 13％であっ

た。うつ病のリスクが高い（PHQ-9：有効

回答数＝381）が 10 点以上は、14％であっ

た。また、PTSD のリスクが高い（PCL：

有効回答数＝371）が 44 点以上の者は、5％

であった。 

 精神的不健康のリスクに関わる要因を明

らかにするため、正規職員と派遣職員に分

け、PTSD 症状、精神的な問題の程度、う

つ症状の程度のハイリスクに関連する要因

を、カイ二乗検定を用いて検討した。その

結果、正規職員においては、各症状の悪さ

と「家族・友人からのサポートが少ないこ

と」、「震災後の言動・行動に関して自責感

があること」、「仕事が忙しく休養が十分に

取れないこと」、「住民からの非難を受け、

精神的に辛い思いをしていること」、「仕事

上の関係者から非難を受け、精神的に辛い

思いをしていること」が関連していた。 

PTSD 症状の程度（PCL）特有の要因と

しては、「震災前から治療している身体の病

気があること」、「震災後の転居の状況」、「震

災により、家族に死者・行方不明者がいる

こと」と PTSD 症状の悪さとの間に関連が

みられた。 

 抑うつ症状の程度（PHQ-9）特有の要因

としては、「居住する地域の人達は信頼し合

っていないと感じること」が挙げられた。 

 また、精神的な問題の程度（K6）、抑う

つ症状の程度（PHQ-9）については、「上司

からのサポートが少ないこと」、「同僚から

のサポートが少ないこと」が症状の悪さと

関連していた。 

 派遣職員においては、精神的な問題の程

度（K6）と、「友人・家族からのサポート

が少ないこと」、「仕事が忙しく休養が十分

に取れないこと」、「仕事上の関係者から非

難を受け、精神的に辛い思いをしているこ

と」、「同僚からのサポートが少ないこと」、

「職務内容がイメージしていたものと違っ

たこと」が精神的な問題の程度の悪さとの

間に関連がみられた。 

 抑うつ症状の程度（PHQ-9）については、

「赴任前、自身の健康のことが心配だった

こと」と症状の悪さとの間に関連がみられ



た。 

現在の健康状態について、職員が「健康

に不安を感じる」ことが「しばしばある」、

「いつもある」と回答した者は、C 自治体

全体で約 18％であったが、正規職員では約

23％とその割合は派遣職員よりも約 16％

多かった。自由記載からは、メンタルヘル

スに関連したものでは、精神科系の訴えと

して、不安感がある、集中できない、不眠・

睡眠不足の訴えとして、なかなか寝付けな

い、居眠り運転をしたがあった。業務の忙

しさに関係したものは、疲労感として、疲

れが取れない、疲れているがあった。不眠・

睡眠不足や眼科系の訴えとして、自動車の

運転に支障が出ているという記載が見られ

た。 

また、PTSD 症状、精神的な問題、抑う

つ症状のハイリスク者の入れ替わりを検討

するために、第１回、第２回共に回答があ

る者の各症状の追跡を行った（図４）。その

結果、PTSD 症状については、第１回目調

査時のハイリスク者が約 10％であり、その

うち、約 60％は改善していたが、約 40％は

ハイリスクのまま推移していた。また、約

4％が新たにハイリスク者となっていた。精

神的な問題については、第１回調査時のハ

イリスク者が約 20％であり、そのうち、約

半数は改善していたが、半数はハイリスク

のまま推移しており、6％が新たにハイリス

ク者となっていた。抑うつ症状については、

第１回調査時のハイリスク者が約 17％で

あり、そのうち、約半数は改善していたが、

半数はハイリスクのまま推移していた。新

たにハイリスク者となった者は 7％であっ

た。このように、各症状ともに約半数は回

復が見られたが、依然として半数はハイリ

スクのまま推移していた。また、第１回目

ではリスクが低いと判断されていたが、第

２回の時点において、症状が悪化している

者も一定数存在していることが示された。 

 

③社会福祉協議会職員に対する調査 

第 1 回の調査では、解析対象者（男 216

名、女 579 名）の平均年齢は 46.8±10.7 歳

であった。第 2 回の調査では、解析対象者

（男 204 名、女 569 名）の平均年齢は

47.6±10.4歳であった。（表 1.） 

K6 のハイリスク者は、第 1 回の調査にお

いて 8.3%、第 2 回の調査において 7.9%で

あった。PHQ-9 のハイリスク者は、第 1 回

の調査において 13.0%、第 2 回の調査にお

いて 13.7%であった。PCL のハイリスク者

は、第 1 回の調査において 4.1%、第 2 回の

調査において 4.1%であった。この 2 回の調

査において、K6、PHQ-9、PCL ハイリス

ク者の割合にほぼ変化は認めなかった。（図

５） 

また、第 1 回と第 2 回の調査の両方の調

査で回答の得られた者 610 名（男性 158 名、

女性 452 名、平均年齢 48.0±10.1 歳）につ

いて縦断で解析した。図６に示すようにう

つ病症状、PTSD 症状のハイリスク者には

入れ替わりがあった。抑うつ症状、PTSD

症状ハイリスク者、どちらも平成 24 年度

（20 ヶ月後）でハイリスクだったものの約

半数が、平成 25 年度（32 ヶ月後）もハイ

リスクのままとなっている。また 20 ヶ月後

（平成 24 年度）にローリスクだったものも、

32 ヶ月後（平成 25 年度）にハイリスクと

なるものがあった。精神症状が慢性化する

もの、遅発性に悪化するものが存在してい

た。 



K6、PHQ-9、PCL ハイリスク者に関連

する要因について、第 1 回調査、第 2 回調

査のそれぞれにおいて横断で検討を行った。

第 1 回の調査における精神症状のハイリス

ク者に関連する要因について表 2.に示し、

第 2 回の調査における精神症状のハイリス

ク者に関連する要因について表 3.に示す。 

第 1 回の調査では、K6（全般性心理的ス

トレス）ハイリスク者は、「職場の人間関係

に苦労している」が最も高いオッズ比を示

し、次いで「震災前からのメンタルヘルス

の治療歴」が高いオッズ比を示して関連し

ていた。その他、「震災により家族に死者行

方不明者がいる」、「住民からの非難で辛い

思いをした」等の要因と関連していた。 

PHQ-9（抑うつ症状）ハイリスク者は、

「震災前からのメンタルヘルスの治療歴」

が最も高いオッズ比を示し、次いで「職場

の人間関係に苦労している」が高いオッズ

比を示して関連していた。その他、「休養が

とれていない」「家計の収入が減った」等の

要因と関連していた。 

PCL（PTSD 症状）ハイリスク者は、「休

養がとれていない」が最も高いオッズ比を

示し、次いで「震災前からのメンタルヘル

スの治療歴」が高いオッズ比を示して関連

していた。その他、「住民からの非難で辛い

思いをした」等の要因と関連していた。 

第 2 回の調査では、K6（全般性心理的ス

トレス）ハイリスク者は、「職場でのコミュ

ニケーションがとれていない」が最も高い

オッズ比を示し、次いで「見通しが立たな

い仕事が多いと感じる」が高いオッズ比を

示して関連していた。その他、「震災当時の

自分の言動を責める気持ちがある」、「近所

の人たちと信頼し合うことができていない」

等の要因と関連していた。 

PHQ-9（抑うつ症状）ハイリスク者は、

「見通しが立たない仕事が多いと感じる」

が最も高いオッズ比を示し、次いで「震災

前からのメンタルヘルスの治療歴」が高い

オッズ比を示して関連していた。その他、

「職場でのコミュニケーションがとれてい

ない」「休養がとれていない」「独居世帯」

「年齢」等の要因と関連していた。 

PCL（PTSD 症状）ハイリスク者は、「職

場でのコミュニケーションがとれていない」

が最も高いオッズ比を示し、次いで「震災

当時の自分の言動を責める気持ちがある」

が高いオッズ比を示して関連していた。そ

の他、「自宅が全壊・大規模半壊」等の要因

と関連していた。 

第 1 回調査、第 2 回調査のいずれにおい

ても、職種は精神症状に関連していなかっ

た。 

 

Ｄ．考察 

①の調査により、精神健康の悪化を自覚

する職員の割合は職域により異なり、消防

隊員と比較して自治体職員、医療職員にお

いて、うつ病のリスクと PTSD のリスクが

高い者の割合が高いことが明らかとなった。

過去の研究においても職業的に災害につい

ての教育や訓練を受けている災害準備性の

高い職種においては、精神的不健康のリス

クが低くなることが知られており、今回の

結果はそうした研究に一致した結果となっ

た。また、社協職員に対する調査では、職

種間での違いが認められた。生活支援相談

員は、震災後に雇われた直接震災支援を行

うため、直接的な惨事ストレスへの暴露、

準備性から精神的な負荷が大きいものと考



えられ、事務職もコーディネート等、業務

量の増加のため精神的負荷が大きいと考え

られた。一方で介護職は、発災から 1 年半

経過した調査時には震災前とほぼ同様の業

務を行っていたため生活相談支援員、事務

職員よりは精神的な負荷は小さいものと考

えられた。精神的不健康のリスクに関わる

要因については、発災から 1 年半後の時点

においては経済的損失、家族の死などの直

接的な被災要因よりも、メンタルヘルスの

治療歴といった個人の要因や、人間関係な

どの職場の要因が精神症状に関係していた。 

また、今回の調査により、震災から 3 年

以上が経過した後も、被災地自治体職員の

うつ病や PTSD のリスクが高い状態で推移

していることが明らかとなった。過去の大

規模災害における調査でも、災害支援者が

業務上経験した災害ストレスの影響は長期

間持続することが明らかとなっている。今

回の結果はそうした研究に一致した結果と

なった。 

今回の調査対象となった人々の、うつ病

や PTSD のリスクの高さに影響する因子と

しては、家族の死、被災による転居といっ

た災害による喪失／悲嘆や環境変化の直接

的な影響に加えて、職場のコミュニケーシ

ョン不足および休養不足といった、災害後

の職場環境が大きく関与することが明らか

となった。職場のコミュニケーションがう

つ病や PTSD のリスクに関わるという結果

は、災害後の心的外傷ストレスや喪失／悲

嘆からの回復には人々との結びつきが重要

であるという考えに一致するものである。 

災害による直接的な影響を変化させる

ことには制限があるが、職場で休養を取り

やすい環境を作ることや、職場内でのコミ

ュニケーションを高めることは、災害後に

対処可能な要因であり、今後は、これを改

善するための具体的な対策を検討すること

が重要である。 

本研究の結果は、災害支援を中長期的に

行う職場においては、震災の直接的な影響

だけではなく、目下の職場環境が精神健康

の悪化により影響を及ぼしている可能性を

示唆しており、災害支援者に対する中長期

的な介入方法を考案する上で重要な結果で

ある。 

②の C 自治体の結果では、第１回目調査

時（平成 24 年 11 月）と比較して、職場全

体の PTSD 症状、精神的な問題の程度、抑

うつ症状の程度は改善傾向にあると考えら

れる。しかし、第１回目調査時から 2 年余

りが経過していてもなお、半数は状態の悪

いまま推移している。また、新たに状態が

悪くなっている者も一定人数存在している。

長期に渡り、ストレスのかかる状況下で仕

事をしていくにあたり、継続的な対策、支

援が必要であると考えられる。 

職場全体における精神的な健康の対策と

して、世帯人数が少ない、居住する地域の

人達が信頼しあっていないなど、家族や友

人からのサポートが得られにくい人に対し

て注意が必要であるといえる。また、休養

が十分に取れるよう、可能な限り業務過多

にならない業務配分が必要であると考えら

れる。さらに、災害後の言動・行動に関す

る自責感を持つことが精神的な健康に影響

することから、当時を振り返ったりする場

面等では、肯定的な意味づけをし合うなど

の配慮が必要かもしれない。 

③の調査により、継続的に被災者の身近

で働いている社協職員の多くは精神健康を



維持しながら働いているが、平時より高い

割合で一部には何らかの精神的不健康を抱

えながら支援を続けている実態が明らかと

なった。20 か月後と 32 か月後で精神症状

のハイリスク者の割合に変化はなく、その

入れ替わりをみると、慢性的に精神症状が

持続している者、遅発性に精神症状が悪化

する者が存在していた。 

要因を検討すると、全体的には震災その

ものの影響は次第に薄れているものの、震

災により家族を失う、家や財産を失うなど

の被害の大きかった職員には長期的に精神

健康に注意が必要であると考える。また、

震災後の職場の人間関係や、地域とのつな

がりも持続的に精神健康に影響を与えてお

り、職場のコミュニケーションを改善する、

地域とのつながりを深めるなどコミュニテ

ィの重要性が示唆された。 

社協職員は発災直後から今日に至るまで、

自らも被災しながら地域の社会福祉を支え

てきた。地域の復興、再生には地元で働く

社協職員のような社会福祉に携わる労働者

の果たす役割は大きい。今後、被災地での

復興住宅への移行が進んでいく。その中で、

住民の孤立、新たなコミュニティーの形成、

少子高齢化などの問題が出てくることが予

想される。社協職員、地域が一体となり、

地域全体でお互いに支え合い、こころのケ

アに取り組む必要があると考える。 

 

Ⅱ.災害復興期の被災者に役立つ心理支援

方法サイコロジカル・リカバリー・スキル

（Skills for Psychological Recovery: SPR）

の普及と日本における実施可能性について

の研究 

 

Ⅱ-1. SRP の我が国における実施可能性に

ついての研究 

Ａ．研究目的 

東日本大震災により宮城県は沿岸部を

中心に甚大な被害を受け、被災者は肉体的、

精神的な重圧を経験している。このため、

被災者の心のケアは年単位の長期間必要と

考えられている。過去の研究によると、大

規模災害後の被災地域住民には PTSD やう

つ病などの精神疾患に加えて、精神疾患に

は至らない亜症候性の精神的問題が増加す

ることが知られている。そのような精神疾

患を予防したり、亜症候性の精神的問題に

適切な支援を行うためには、精神的不健康

を自覚する亜症候性の精神的問題に対する

心理的支援が重要だと考えられる。 

災害後の心理的支援方法は、これまで災害

直後から急性期にかけて行われるものやト

ラウマに焦点を当てた方法を中心に研究や

開発が行われてきた。しかし、災害直後か

ら急性期での心理支援の効果は非特異的な

介入を上回るものではなかった。また、回

復・復興期の支援方法として、いくつかの

心理的支援方法が役に立つことは知られて

いるが、複数の心理的支援方法を組み合わ

せて幅広い被災者に役立つ実践的な心理支

援方法はこれまで開発されてこなかった。  

サイコロジカル・リカバリー・スキル（Skills 

for Psychological Recovery：SPR）は、災

害回復復興期に多くの被災者が経験しうる

様々な精神的問題に広く適用できる実践的

な心理支援方法として、アメリカ国立

PTSD センターと、アメリカ国立子どもト

ラウマティックストレス・ネットワークが

開発し、2010 年に公開され、2011 年 6 月

に兵庫県こころのケアセンター研究班によ



って日本語版が作成された最新の心理支援

技法である。 

本研究の目的は、東日本大震災の被災者を

対象とし、災害回復期に推奨されている最

新の心理的支援法である、サイコロジカ

ル ・ リ カ バ リ ー ・ ス キ ル (Skills for 

Psychological Recovery：SPR）を用いて介

入を行い、同プログラムの我が国の被災地

における実施可能性を検証することである。 

 

Ｂ．研究方法 

 対象者は宮城県被災地 A 地区に居住もし

くは就労している者で、精神的不健康を自

覚する 18 歳以上の者で、精神医療機関で治

療を受けている者や重篤な精神症状がある

者は除外することとした。また、日本語を

母国語とし、本研究の目的、内容を理解し、

本人から必要な研究参加の同意を文書で得

られた者とする。 

A 地区の自治体と覚書を取り交わし、共

催で住民に「災害後のストレス回復プログ

ラム」の参加者を公募する。 

支援を行う精神医療保健従事者（看護師、

保健師、心理士、医師等）は、すべて兵庫

県こころのケアセンターの SPR トレーナ

ーによる研修を受講しており、同トレーナ

ーと東北大学病院精神科の精神科医の SV

のもとに SPR を実施する。 

選択基準を満たす参加者に対して、研究

の主旨を説明し書面で同意を取得した後に

介入前評価を行う。介入者は参加者に対し

て訪問による 1回 60分程度の面接を 1週間

から 2 週間に 1 回程度の頻度で計 5 回程度

実施する。介入終了後に介入後評価と 2 ヶ

月後のフォローアップ評価を実施する。 

評価項目は、プライマリ・エンドポイン

トは GHQ 精神健康調査票（GHQ-30）の総

合得点である。セカンダリ・エンドポイン

トは QOL（SF-8）、心的外傷後ストレス症

状（IES-R）、レジリエンス（TRS）、自己

効力感（SE）、プログラムへの満足度

（CSQ-8J）とする。また、プログラム及び

各スキルの感想とその後の活用について質

的内容分析により評価する。目標対象者数

は 15 例とした。 

本研究は、介入地区である A 地区を管轄

する自治体の指導を受け、適切な連携の元

に実施する。介入者は、毎回の面接におい

て、対象者の全体的な精神状態（自殺念慮

含む）を評価する。また、本研究に関する

重篤な有害事象及び不具合等の発生を知っ

た時は、A 地区担当課との協力の下に必要

な対処や支援、医療機関を含めた関連機関

への紹介を含めて、最善を尽くすこととし

た。本研究の実施については、東北大学大

学院医学系研究科倫理委員会の承認を得て

実施している。 

 

Ｃ．研究結果 

平成 25 年 7 月より、参加者の公募を開

始した。平成 26 年 12 月時点で、申込み者

は 23 名に達した。このうち、適応外 3 名、

介入前のキャンセル7名、延期1例があり、

残りの 12 名に介入を開始した。このうち 4

名は、事前介入例であり、研究対象介入例

は 8 件である。事前介入例を含めた 12 名に

ついては、現段階までに有害事象は認めら

れていない。 

介入を開始した 12 名のうち、現在まで

に 7 名がセッションを終了した。予備的な

解析として終了した 7 件の介入前後の評価

を検討したところ、プライマリ・エンドポ



イントである GHQ 精神健康調査票

（GHQ-30）の総合得点は、いずれも介入

前より介入後の方が低下していた（図７）。 

 

Ｄ．考察 

 本研究はまだ目標症例数に達していない。

このため、今回の報告を行う時点ではプロ

グラムの実施可能性を検証する段階には至

っていない。しかし、介入を開始した 12 件

において現段階では有害事象を認めておら

ず、また予備解析の結果では介入が終了し

た 7 件に関しては GHQ-30 の数値も介入前

後で比較すると下がっている。このため、

現時点では、SPR が我が国においても安全

かつ効果的なプログラムである可能性が示

唆されている。 

 今後は症例対象数を増やし、目標対象者

数に到達した時点で、各エンドポイントの

推移を分析し、プログラムの実施可能性を

検証していく予定である。 
 
Ⅱ-1. SRP の普及に向けた心のケア従事者

向けのトレーニング研修についての研究

（図 8） 

Ａ．研究目的 

サイコロジカル・リカバリー・スキル

（Skills for Psychological Recovery : SPR）

は、2010 年にアメリカ国立 PTSD センター

とアメリカ国立子どもトラウマティックス

トレス・ネットワークが開発した、災害復

興期の心理的支援方法である。2011 年 6 月

に兵庫県こころのケアセンター研究班が翻

訳して日本語版を作成し公表した。災害の

復興回復期に特化した支援プログラムであ

る SPR は、これまでにいくつかの海外の災

害後に用いられているが、わが国では本格

的に適用されていない。 

東日本大震災の被災地において実際に

支援に関わっている精神保健医療の専門家

が SPR のトレーニングを受け、これを実際

の被災者に適用することは、被災地におけ

るメンタルヘルス対策として実践的な意義

がある。しかし、心理的支援においては必

要な専門スキルの研修が必要であるが、そ

の研修方法は十分には確立していない。 

本研究は、復興回復期に推奨されている最

新の心理的支援法である SPR を、被災地の

心のケアに従事している専門家にトレーニ

ングし、アンケートと質的調査を行うこと

で、SPR の研修の意義と問題を明らかにし、

SRP の日本での適用の可能性と課題を明ら

かにすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

【SPR 研修会の実施】 

被災地の心のケアに従事している専門

家を対象に、以下の日程で SPR 研修会を開

催した。講師は、SPR トレーナー資格取得

者である、兵庫県こころのケアセンターの

大澤智子氏（臨床心理士）に依頼した。そ

の上で、基本研修として SPR のについて講

義やワークショップによる研修を 2 日間の

日程で行った。平成 24 年度に 3 回実施済で

あり、今年度は第 4 回目として平成 25 年 7

月に気仙沼で実施し、第 5 回目として平成

26 年 6 月に仙台で実施した。また．フォロ

ーアップ研修として、基本研修に参加した

者の中の希望者を対象に、SPR 活用事例に

ついての事例検討を実施した。この研修は

平成 24 年度に 2 回実施済であり、平成 25

年度は第 3 回として平成 25 年 12 月に気仙

沼で、平成 26 年度は 10 月に気仙沼で実施

した。 



 

【調査方法】 

基本研修の前後およびフォローアップ

研修後に、研修の内容と SPR についてのア

ンケート調査を無記名で実施した。なお、

データは基本研修時からフォローアップ研

修まで追跡できるよう ID 化し連結可能匿

名化した。 

基本研修後、研修参加者が各自のフィー

ルドで被災者に SPR を用いて支援を行っ

た場合、スキル実施ログに記録してフォロ

ーアップ研修時に提出するよう依頼した。

スキル実施ログの内容は、支援で用いた技

法、支援時間、支援回数、支援の内容や問

題点とした。 

フォローアップ研修会時には、グルー

プ・ディスカッションを行い、SPR 活用に

あたっての実現可能性や問題点を検討し、

その内容を議事録で記録した。 

 

【調査内容】 

１．アンケート調査（無記名） 

研修前（基本研修時）：基本属性、普段

活用している理論、トラウマ支援の経験、

心理支援法についての考え 

研修後（基本研修時およびフォローアッ

プ研修時）：研修プログラムの全体的評価、

SPR に関する興味関心・難易度・仕事との

関連性・活用する意欲・自信、SPR の各ス

キルごとの有用性、感想（自由記載） 

 

２．スキル実施ログ調査（無記名） 

支援対象者の属性（年齢、性別、主訴な

ど個人が特定されない情報）、支援で用いた

技法、支援時間、支援回数、支援の内容や

問題点 

 

３．グループ・ディスカッション 

① 自分の活動の中で SPR が役に立ちそう

だと思う場面 

② 今までに実際に SPR を試してみた（試

そうと思った）ことがあるか 

③ 自分の活動の中で SPR を活用する上で

難しい点・工夫点・課題 

④ どのような研修体制やスーパービジョ

ン（SV）体制があれば SPR を活用しやす

くなると思うか 

 

【倫理的配慮】 

研修の参加と研究への同意は区別し、研

究への参加は自由意志のもとに同意を得た

者のみに行った。なお、本研究の実施着い

ては、東北大学大学院医学系研究科倫理委

員会の承認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

対象者となった研修会の基本研修受講

者は、通算合計 151 名になった。フォロー

アップ研修は通算合計 56 名になった。 

以上の参加者のうち、研究に同意を得

られた者を研究対象者とした。基本研修の

アンケート調査では、有効回答数 137、フ

ォローアップ研修でのアンケート調査では、

有効回答数 41 であった。フォローアップ研

修に複数回出席している者の回答に関して

は第 1 回目の回答を使用した。その結果、

基本研修とフォローアップ研修で追跡調査

対象になる有効回答数は 35 であった。 

基本研修時アンケートの対象者の基本

属性は、男性：女性＝23：114、年代は 20

代18％、30代48％、40代26％、50代15％、

60 代 1％であった。職業は心理士 29％、精



神保健福祉士 13％、保健師 19％、看護師

18％、精神科医 6％、その他 15％であった。

災害・トラウマ支援の経験は、「全くない」

12％、「少しある」62％、「ある程度ある」

20％、「かなりある」5％であった。 

 

【アンケート結果】 

 基本研修後のアンケート結果は、「現在の

仕事と関連していると思うか」という質問

に対しては「強くそう思う」、「少しそう思

う」と答えた者が約 90％いた。また、「自

身の仕事の実践の中で試してみる意欲があ

るか」という質問に対しては「強くそう思

う」、「少しそう思う」と答えた者が約 90％

であるのに対し、「SPR を使える自信はあ

るか」という質問に対しては「強くそう思

う」、「少しそう思う」が 40％弱と低かった。

災害後の支援・トラウマを抱えた人への支

援経験があると答えた者は、SPR を活用す

る自信が有意に高いことが示された。 

 基本研修後とフォローアップ研修後で、

追跡調査対象者（N＝35）の SPR に関する

興味関心・難易度・仕事との関連性・活用

する意欲・自信、SPR の各スキルの有用性

のアンケートを比較したところ、大きな変

化は見られなかった。 

 

【スキル実施ログ調査結果】 

 スキル実施ログの回収数は 17 ケースだ

った。支援対象者の精神症状（複数回答）

は抑うつ（10 ケース）と不安（7 ケース）

が多かった。SPR のスキルのうち、実際に

使用したスキル（複数回答）は多い順に、

情報収集（11 ケース）、周囲の人と良い関

係をつくる（11 ケース）、ポジティブな活

動（8 ケース）、心身の反応（5 ケース）、役

に立つ考え方（5 ケース）、問題解決（4 ケ

ース）だった。スキルの有用性（5 段階評

価）で平均値が高かったのは情報収集（4.8）

とポジティブな活動（4.8）だった。スキル

の自信（5 段階評価）で平均値が高かった

のも情報収集（4.2）とポジティブな活動

（4.1）だった。 

 

【グループ・ディスカッション結果】 

自分の活動の中で SPR が役に立ちそう

だと思う場面に対しては、「相談業務」や「健

康教室等グループでの活用も可能ではない

かと」いう声が寄せられた。また、「対象者

が自分の問題を解決するモデルは、支援者

の“問題解決してあげなければ”という負

担感が軽くなって楽になった」という声も

挙がった。②今までに実際に SPR を試して

みた（試そうと思った）ことがあるかに対

しては、構造化したセッションでの活用は

少なかったが、「エッセンス的に活用してい

る」という声が多かった。③自分の活動の

中で SPR を活用する上で難しい点・工夫

点・課題に対しては、「スキルの指導という

部分が日本文化になじまないので一緒に考

えるというスタンスが重要」「マニュアルど

おりでなく TPO に合わせて柔軟に使う必

要がある」「マニュアルの表現を自分なりに

変えて使うステップが必要」「スキルのマッ

チングで、うまくいかなかったときスキル

を変える応用力が必要」等の意見が出た。

④どのような研修体制や SV 体制があれば

SPR を活用しやすくなると思うかに対して

は、「事例検討」「タイムリーな SV」という

要望があがった。 

 

Ｄ．考察 



基本研修後のアンケート調査結果から、

SPR に対する興味関心は高く、試してみよ

うという意欲が高いのに対して、自信は低

いという傾向が明らかになった。追跡調査

からフォローアップ研修を経た後には理解

度が上がり、さらに事例提供を行うと実際

に SPR を実践してみようという意欲が上

がることが明らかになったが、自信につな

がるまでには至らなかった。 

これらの結果から、SPR の研修には一定の

意義があるが、基本研修と 1 回のフォロー

アップ研修だけでは限界があり、グルー

プ・ディスカッションの意見にもあがった

とおり、事例検討の繰り返しと SV 体制を

整える必要があることが明らかになった。

また、支援方法として広く普及啓発してい

くためには、モデリング機能が必要だと考

えられる。そのため、SPR 活用場面につい

てのデモンストレーション DVD 等が有効

ではないかと考えられた。 

 
 
Ⅱ-3 SRP の普及および、支援者のスキル

向上に向けた DVD 制作 

Ａ．研究目的 

SPR 研修の結果、参加者の研修に対する

満足度や SPR のプログラムに対する関心

は高かったが、SPR の活用に対する自身は

低いことが明らかとなった。また、参加者

は SPR をアウトリーチ活動や訪問など、

様々な場面で活用可能であると感想を寄せ

ていたが、実際の場面で SPR を使うために

は、面接技術に関する課題があることが示

された。また、参加者は、モデリングやロ

ールプレイ、事例検討、スーパーヴィジョ

ンを求めていることも明らかとなった。 

これらのことから、支援方法として広く

普及啓発していくためには、モデリング機

能を補うツールの作成が課題の一つである

と考えられた。 

本研究では、復興回復期に推奨されてい

る最新の心理支援法である、SPR を実施す

る支援者のスキルを向上するためのモデリ

ングツールである DVD の制作を行うこと

を目的とする。 

 

【DVD の活用と期待される効果】 

 日本における SPR 研修会において、参加

者に補助教材として提供し、活用してもら

うこととした。これから SPR を学ぶ者に対

しての教育効果を向上させると共に、すで

に SPR を学んだ者に対してはブラッシュ

アップ効果が期待できると考えられる。ま

た、大規模な SPR 効果の検証研究を可能に

すると共に、災害復興期における心理的支

援の促進につながると考えられる。 

 

Ｂ．研究方法 

【DVD の概要】 

DVD の概要について、東北大学予防精神

医学寄附講座と兵庫県こころのケアセンタ

ーで話し合い、以下のようにした。 

・DVD は SPR の実用性を高めるために、

SPR の各スキルのデモンストレーション

（ロールプレイ）を中心に構成することと

した。 

・架空事例の場面は、保健師や PSW、心理

士などがアウトリーチや訪問をする際に役

立てるよう、サポートセンターのスタッフ

が仮設住宅を訪問する場面とした。 

 

【DVD の構成】 

 再生時間は 90~120 分程度で、チャプタ



ー形式にして、見たい部分から見ることが

できるようにした。各章立ては以下の通り

とした。 

①SPR および DVD の構成について 

②情報を集め、支援の優先順位を決める 

③ポジティブな活動をする 

④心身の反応に対処する 

⑤役に立つ考え方をする 

⑥周囲の人とよい関係をつくる 

⑦継続面接 

⑧制作協力等 

 

【架空事例の内容】 

 DVD の架空事例の内容については、全て

のスキルを用いることができるような事例

となるよう、工夫した。また、被災地で勤

務している気仙沼市の鈴木由佳里保健師と

共に検討をおこなった。 

 

【DVD の監修】 

SPR トレーナー資格取得者である、兵庫県

こころのケアセンターの大澤智子氏（臨床

心理士）および SPR の開発者である米国の

The National Center for Child Traumatic 

Stress の Melissa Brymer 氏から指導をい

ただいた。 

 

Ｃ．研究結果 

 平成 26 年 10 月 14 日、15 日、および 11

月 19 日に宮城県名取市の協力を得て、応急

仮設住宅の空き部屋を撮影場所としてお借

りし、DVD の撮影を行った。12 月 2，3 日

に Melissa Brymer 氏が来日した際、兵庫

県こころのケアセンターの大澤智子氏と共

に DVD の仮編集版を視聴会を行い、両者

よりスーパーヴィジョンを受けた。現在、

これらの指導を受けて修正・編集作業中で

ある。 

 DVD が完成した際は、現在までの SPR

研修参加者に教材として配布する予定であ

る。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では、これまでの SPR トレーニン

グ研修の結果、感想を基に、補助教材とし

て DVD の制作を行っている。SPR に対す

る興味関心は高いものの、実践するための

自信が低いことが実用性への課題の一つで

あると考えられた。 

 本 DVD は、SPR 研修を受講した者に対

して配布する予定であり、更なる学習に役

立ててもらう予定である。今後、DVD を用

いての学習の効果の検討を行うことが有用

であると考えられる。 

 

Ⅲ.認知行動療法の普及、啓発を目的とした

東日本大震災被災地における一般市民及び

支援者向けこころのエクササイズ研修につ

いての研究 

 

Ⅲ-１.こころのエクササイズ研修の実施と

その前後調査 

 

Ａ．研究目的 

東日本大震災により宮城県は沿岸部を中心

に甚大な被害を受け、被災者の心のケアは

年単位の長期にわたって必要とされている。 

大規模災害後には、重度の精神疾患より

は、むしろ軽度の精神疾患や精神的不健康

を来すことが多いと考えられている。東日

本大震災においても、被災地に住む人々に

は、外傷体験や喪失体験に加えて、家庭的、



経済的、職業的に様々なストレスが持続的

にかかっている。しかし、この問題にアプ

ローチするためには、医療機関での治療で

はなく、精神的な健康増進や予防的な観点

から、一般市民に働きかけることが大切だ

と考えられる。 

認知行動療法は認知・行動の両面からの

働きかけによりセルフコントロール力を高

め、社会生活上の様々な問題の改善、課題

の解決をはかる心理療法である。認知行動

療法はうつ病、不安障害など様々な精神疾

患に適応があり、その有効性が報告されて

おり、精神心疾患に対する治療法としてだ

けではなく、疾患にまで至らない抑うつ症

状に効果を示したり、精神疾患の予防にも

効果があることが示されており、医療現場

以外の領域にも広く応用されている。 

日本では他の先進国と比べ、認知行動療

法の普及が遅れており、これを広く社会に

普及し、被災地のメンタルヘルスケアに役

立てていくためには、効果的な研修方法を

確立していく必要がある。 

そこで、我々は、認知行動的アプローチ

を一般の被災者が学び、今後の生活に役立

てることが有用ではないかと考え、一般市

民向けの研修会「こころのエクササイズ研

修」を宮城県内の被災地で実施し、質的調

査を行うこととした。 

本研修のプログラムは、認知行動療法セ

ンターで開発された全 6 回からなるコース

で、認知行動療法の基本、活動記録表、行

動活性化、コミュニケーションスキル向上、

アサーション、認知再構成法、問題解決技

法などを、市民向けに分かりやすく解説し、

演習を交えながら実施するものである。 

認知行動療法の基本的な考え方やスキル

を伝え、日常生活の中でのストレスケアに

ついて学んでもらうための「こころのエク

ササイズ研修会」を被災地の一般市民及び

支援者を対象に実施する。 

本研修のプログラムについてアンケート

と質問票により質的調査を行い、研修の意

義と問題を明らかにする。そして、今後の

認知行動療法の普及、啓発の可能性と課題

を明らかにすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

＜情報収集＞ 

研修会の事前の情報収集、準備のため、

平成 24 年 10 月 22 日から計 6 回、研究分

担者である上田が国立精神神経医療センタ

ー認知行動療法センターの高田馬場研修セ

ンターにて行われている市民向けの「ここ

ろのエクササイズ研修会」を見学した。ま

た、集団認知行動療法の技法を研修会に取

り入れるため、平成 25 年 1 月 15 日から計

5 回、上田が NTT 東日本関東病院での「職

場復帰のための集団認知行動療法・アサー

ショントレーニング」を見学した。 

＜対象＞ 

宮城県内被災地域の一般市民及び支援者 

＜実施時期＞ 

・第 1 回（保健師など支援者を対象に、試

験的な研修・調査として実施） 

①平成 25 年 2 月 8 日 ②平成 25 年 2 月

15 日 ③平成 25 年 2 月 25 日 ④平成 25

年 3 月 1 日 ⑤平成 25 年 3 月 8 日 ⑥平

成 25 年 3 月 15 日 

・第 2 回 

①平成 25 年 6 月 3 日 ②平成 25 年 6 月

10 日 ③平成 25 年 6 月 17 日 ④平成 25

年 6 月 24 日 ⑤平成 25 年 7 月 1 日 ⑥平



成 25 年 7 月 8 日 

・第 3 回 

①平成 25 年 10 月 1 日 ②平成 25 年 10

月 8 日 ③平成 25 年 10 月 15 日 ④平成

25 年 10 月 22 日 ⑤平成 25 年 10 月 29 日 

⑥平成 25 年 11 月 5 日 

・第 4 回 

①平成 26 年 2 月 20 日 ②平成 26 年 2

月 27 日 ③平成 26 年 3 月 6 日 ④平成 26

年 3 月 13 日 ⑤平成 26 年 3 月 20 日 ⑥

平成 26 年 3 月 27 日 

・第 5 回 

 ①平成 26 年 5 月 14 日 ②平成 26 年 5

月 21 日 ③平成 26 年 5 月 28 日 ④平成

26 年 6 月 4 日 ⑤平成 26 年 6 月 11 日 ⑥

平成 26 年 6 月 18 日 

 

＜研修の講師、ファシリテーター＞ 

・講師 

主に分担研究者である東北大学大学院医

学系研究科 上田一気が担当した。 

・ファシリテーター 

 主に精神科医療保健従事者（医師、看護

師、心理士）である、東北大学大学院医学

系研究科予防精神医学寄附講座のスタッフ

が担当した。 

＜研修プログラム＞ 

一般市民向けの認知行動療法研修につい

て経験のある国立精神・神経医療研究セン

ター認知行動療法センターの協力を得て、

研修プログラムを作成した。本プログラム

は全 6 回からなり、6 回の構成は下記の通

りである。1 回のプログラムは 1 時間 30 分

の内容である。 

① 認知行動療法の基礎を学ぼう 

「こころのクセテスト」や「よいところ

探し」などの演習を行い、認知行動療法

の基礎を学んでもらう。 

② “やる気”が先か“行動”が先か？～楽し

める活動を増やすコツ～ 

行動活性化について学んでもらう。気持

ちが落ち込んだり不安になった時に、自

分がどのような行動パターンを取りや

すいのかを分析してもらう。 

③ コミュニケーションスキルアップ 
アサーションについて学んでもらう。家

族や友人など身近な人たちの話がきち

んと聴けているか、上手な話の聴き方に

ついて学んでもらう。 

④ 自分の気持ちや考えをうまく伝えるコ

ツ 
アサーションについて学んでもらう。自

分の気持ちや考えがうまく伝える方法

のコツを学び、演習してもらう。 
⑤ 目からウロコ！発想転換のコツ 

認知再構成法について学んでもらう。抑

うつ、不安となると、ネガティブな思考

にとらわれてしまう傾向がある。考え方

のバランスを取りこころを軽くする方

法を学んでもらう。 
⑥ 岩も砕けば持ち上がる？！～問題を上

手に解決するコツ～ 

問題解決技法について学んでもらう。現

実的な困難な問題にあたるとき、何から

手を付けてよいか分からなくなること

がある。問題を絞り込んで具体的に解決

法を検討していく方法を試してもらう。 
＜調査内容＞ 

・プログラム各回終了後のアンケート 

研修の内容について、 

①難易度 ②時間配分 ③参加人数 ④

配付資料 ⑤学んだことを生活に活かせる

か ⑥他人に勧めたいか ⑦自由記述 

以上 7 項目の回答を求めた。 

・全プログラムの前後の調査票 

参加者の属性、研修の理解度を測るため



の質問、自己効力感を測るための尺度とし

て Self-Efficacy Scale(SES)を調査した。 

＜参加者の公募＞（図９.参照） 

・第 1 回（保健師など支援者を対象に、試

験的な研修・調査として実施） 

 岩沼市健康福祉部健康増進課の後援、協

力の下で、チラシを配布し、告知を行った。

参加申し込みは、ファックス、電話で受け

付けた。 

・第 2 回は、岩沼市健康福祉部健康増進課

の後援、協力の下で、チラシを配布し、ま

た岩沼市報平成25年5月号に記事を掲載し、

告知を行った。参加申し込みは、ファック

ス、電話で受け付けた。 

・第 3 回、第 4 回は仙台市精神保健福祉総

合センター（はあとぽーと仙台）の後援、

協力の下で、チラシを配布し、告知を行っ

た。参加申し込みは、ファックス、電話、

メールで受け付けた。 

・第 5 回は、石巻市健康部健康推進課、か

らころステーション、ユースサポートカレ

ッジ石巻 NOTE の後援、協力の下で、チラ

シを配布し、石巻市報平成 26 年 4 月 1 日号

に記事を掲載し、告知を行った。参加申し

込みは、ファックス、電話、メールで受け

付けた。 

なお、本研究の実施については、東北大

学大学院医学系研究科倫理委員会の承認を

得ている。 

 

Ｃ．結果 

第 1 回の岩沼市での研修は試験的な研

修・調査として、岩沼市の関係機関の保健

師などの支援者を対象に研修を実施した。 

その後、第 2 回から第 5 回までは一般市

民を対象に研修を実施した。 

＜参加者数＞ 

これまでに、岩沼市、仙台市、石巻市に

て、第1回から第5回まで研修を実施した。

参加者の総数は 180 名であり、男性 19 名

（10.6％）、女性 161 名（89.4％）であった。

平均年齢は 45.53±14.27歳（range：22-91

歳）であった。各研修会の詳細を表 4.に示

した。 

全 6 回のうち 5 回以上出席し、研修前後

の調査票の回答が得られた 46 名（男性 2

名、女性 44 名、平均年齢 47.8±13.7歳）に

ついて、特性的自己効力感尺度（SES）、研

修の理解度を測るための質問について、研

修前後の変化を検討した。 

特性的自己効力感は介入前後の得点を

Wilcoxon の符号付き順位検定で比較した

ところ、自己効力感は研修前 69.2 から研修

後 73.4 と有意に向上した(p<0.01, z=2.73)

（図 10.）。 

研修の理解について 7 項目質問し、介入

前後の得点を Wilcoxon の符号付き順位検

定で比較した（図 11.）。0.「あてはまらな

い」～4.「あてはまる」までの 5 件法で評

価し、「自分の考え方のクセを知っている」、

「どのように考えるとうつや不安な気分が

強くなるのか分かっている」、「自分をいつ

も苦しめている考え方に気づき、発想を切

り替えることができる」、「解決策を実行し

た後で、状況がどう変化したかを注意深く

評価する」の 4 項目において有意な変化を

認めた。 

また、研修に対する満足感は高く、実際

に演習を体験しながら楽しく学ぶことがで

きたという感想が多く得られた。 

 

Ｄ．考察 



対照群のない予備的な前後調査である

ため、結果の解釈は慎重に行うべきである

が、本研修プログラムは、被災者の自己効

力感の向上に役立つことが示唆された。

我々の試みからは、被災地には認知行動的

アプローチを学んで実生活に役立てたいと

いうニーズがあり、これに応えるための研

修プログラムが実施可能であることが明ら

かとなった。今後は、さらに多くの地域で

実践を試みるとともに、プログラムの改訂

やプログラム施行者の育成に努めていくこ

とが必要と考えられる。 

今後、この結果をもとに認知により焦点

をあて、認知行動療法のスキルの中でも認

知再構成法のアサーション（コミュニケー

ション）を中心にプログラムを改訂し、こ

れを用いて被災地の一般市民に向けた認知

行動療法の考え、スキルを普及させる研修

会を実施し、ランダム化比較試験として研

修の有効性を検証することを計画している。 

 
Ｅ．結論 

 本研究により、被災地における、自治

体職員、社会福祉協議会職員、医療職、消

防隊員など、およそ 2,800 人の精神健康に

ついての現状を疫学的に把握することがで

きた。被災地での継続的に支援を続ける上

記人々は、一般の住民以上に強いストレス

を自覚しており、また、抑うつ症状や PTSD

症状を呈しうつ病や PTSD のリスクが高い

者が一定数以上いることが明らかとなった。

また、職種間によって、このような精神疾

患のリスクの割合が異なることも明らかと

なった。うつ病のリスクは、職場でのコミ

ュニケーションや休養不足などの災害後の

職場環境の要因が強く関わっていた。一方

で、PTSD のリスクには、これした職場環

境の要因に加えて、自宅の被災や家族の死

などの被災による直接的影響が関与してい

た。今後、被災地の職場における職場環境

の整備が重要である。また、職域によるハ

イリスク者の割合が異なる結果からは、被

災地では職域の特徴に応じた支援対策を打

ち出す必要性があると考えられた。 

経時的には、全体的な症状はハイリスク

者数の割合は減少傾向にあったが、ハイリ

スク者の中には、慢性経過する者、時間経

過に伴い悪化する者も含まれており、長期

的な経過観察が必要な者が多く含まれてい

た。また、災害の被害による個人的な要因

に加えて、震災後の職場環境がその後の精

神症状などに影響することも明らかとなっ

た。 

復興期に役立つ心理支援プログラム

SPRを3年間で5回実施し151名が受講し、

フォローアップ研修の受講者も 56 名に上

った。研修に対する関心は高く、研修自体

への満足度は高かったが、実践応用するた

めには、スーパービジョンの体制や事例検

討など、より実戦的な教育が必要と考えら

れた。 

SPR を用いた地域住民に対する介入に

ついては、実際に被災地で実施したところ、

現時点までに介入を終了した事例では有害

事象は認められず、また、症状は全例で改

善していることが明らかとなっている。今

後も介入を継続して、最終的にわが国にお

ける実施可能性を明らかにする。さらに、

SPR の普及に向けて、実際の現場での実施

についてのデモンストレーションを含んだ

DVD を作成した。これを用いることで、

SPR による研修の効果が高まることが期待

される。 



大規模災害後の被災地に住む一般市民

向けの認知行動アプローチを目的としたプ

ログラムでは、各回 5 回の研修会が 3 年間

で計 5 回開催され、被災地の住民 180 名が

参加した。研修後のアンケートでは、研修

会は一般市民に受け入れられる内容であり、

受講者の認知的変容を促す可能性が示唆さ

れ、特に自己効力感の向上につながること

があきらかとなった。精神的な不健康や精

神疾患の予防のためには、一般市民に受け

入れられやすく効果的なプログラムを普及

させていくことが重要であり、本研究の結

果はこれを明らかにすることができた。今

後は、本研究の成果を踏まえたランダム化

対照試験を実施する予定としている。 
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図１ K6（全般性精神健康）の総得点が 13 点以上の職員の割合 

 

 

 

 

 
図２ PHQ-9（抑うつ症状）の総得点が 10 点以上の職員の割合 
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図３ PCL（PTSD 症状）の総得点が 44 点以上の職員の割合 
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図４．B 自治体職員の各症状のハイリスク者の入れ替わり 
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表２.

因 

 

 

 

 

 

年齢
性別（女性）
生活支援相談員
事務職
介護職
独居世帯
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある
家計の収入が減った
自宅が全壊・大規模半壊
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
職場の人間関係に苦労している
休養がとれていない
住民からの非難で辛い思いをした

. 社会福祉協議会職員データ

. 第 1 回調査（約

性別（女性）
生活支援相談員
事務職
介護職
独居世帯
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある
家計の収入が減った
自宅が全壊・大規模半壊
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
職場の人間関係に苦労している
休養がとれていない
住民からの非難で辛い思いをした

社会福祉協議会職員データ

回調査（約 20 か月後）における

震災前からメンタルヘルスの治療歴がある

自宅が全壊・大規模半壊
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
職場の人間関係に苦労している

住民からの非難で辛い思いをした

社会福祉協議会職員データ基礎統計

か月後）における

β SE

震災前からメンタルヘルスの治療歴がある 1.30
0.57
0.12

震災により家族に死者行方不明者がいる 0.89
0.52
1.52
0.39
0.80

K6

基礎統計 

か月後）における K6、PHQ

SE OR P

0.39 3.67 0.00
0.32 1.77 0.08
0.31 1.12 0.71
0.43 2.43 0.04
0.38 1.69 0.17
0.34 4.58 0.00
0.31 1.47 0.21
0.30 2.23 0.01

K6　13点以上

PHQ-9、PCL

β SE
-.01 .01

-.27 .29

0.00 1.83 0.37
0.08 0.61 0.27
0.71 0.32 0.27
0.04 0.50 0.39
0.17 0.62 0.33
0.00 1.34 0.28
0.21 0.78 0.27
0.01 0.11 0.26

PHQ-9

PCL ハイリスク者

OR P
.01 .99 .29

.29 .77 .36

0.37 6.24 0.00
0.27 1.84 0.02
0.27 1.37 0.23
0.39 1.65 0.21
0.33 1.86 0.06
0.28 3.83 0.00
0.27 2.17 0.00
0.26 1.11 0.68

PHQ-9　10点以上

ハイリスク者に関連する要

β SE
.29

.36

0.00 1.19 0.49
0.02 0.49 0.42
0.23 0.62 0.39
0.21 0.87 0.52
0.06 0.88 0.56
0.00
0.00 1.32 0.44
0.68 0.79 0.39

PCL　44

 

に関連する要

OR P

0.49 3.29 0.01
0.42 1.63 0.25
0.39 1.86 0.11
0.52 2.38 0.09
0.56 2.41 0.12

0.44 3.76 0.00
0.39 2.21 0.04

44点以上

 



表３.

因 

 

 

 

 

 

 

 

図５. K6

 

年齢
性別（女性）
生活支援相談員
事務職員
介護職員
独居世帯
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある
自宅が全壊・大規模半壊
近所の人たちと信頼しあうことができていない
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
震災当時の自分の言動を責める気持ちがある
職場でのコミュニケーションがとれていない
休養がとれていない
見通しの立たない仕事が多いと感じる
住民からの非難で辛い思いをした

. 第 2 回調査（約

. K6、PHQ-

性別（女性）
生活支援相談員
事務職員
介護職員
独居世帯
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある
自宅が全壊・大規模半壊
近所の人たちと信頼しあうことができていない
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
震災当時の自分の言動を責める気持ちがある
職場でのコミュニケーションがとれていない
休養がとれていない
見通しの立たない仕事が多いと感じる
住民からの非難で辛い思いをした

回調査（約 32 か月後）における

-9、PCL のハイリスク者の割合の推移

震災前からメンタルヘルスの治療歴がある
自宅が全壊・大規模半壊
近所の人たちと信頼しあうことができていない
震災により家族に死者行方不明者がいる
震災で命の危険を感じた
震災当時の自分の言動を責める気持ちがある
職場でのコミュニケーションがとれていない

見通しの立たない仕事が多いと感じる
住民からの非難で辛い思いをした

か月後）における

のハイリスク者の割合の推移

β SE

0.87
震災前からメンタルヘルスの治療歴がある 0.86

近所の人たちと信頼しあうことができていない 0.78
震災により家族に死者行方不明者がいる

震災当時の自分の言動を責める気持ちがある 0.8
職場でのコミュニケーションがとれていない 1.56

0.67
1.19

-0.18

K6

か月後）における K6、PHQ

のハイリスク者の割合の推移

SE OR P

0.5 2.4 0.08
0.48 2.35 0.08

0.31 2.18 0.01

0.31 2.23 0.01
0.53 4.75 0.00
0.37 1.95 0.07
0.36 3.28 0.00
0.35 0.84 0.61

K6　13点以上

PHQ-9、PCL

のハイリスク者の割合の推移 

β SE
-0.03 0.01

0.26 0.29

0.08 0.91 0.45
0.08 1.2 0.42

0.01 0.44 0.26

0.01 0.24 0.28
0.00 1.08 0.52
0.07 0.94 0.32
0.00 1.34 0.31
0.61 0.16 0.29

PHQ-9

PCL ハイリスク者

OR P
0.01 0.97 0.01

0.29 1.3 0.36

0.45 2.49 0.04
0.42 3.33 0.00

0.26 1.55 0.10

0.28 1.27 0.38
0.52 2.94 0.04
0.32 2.57 0.00
0.31 3.81 0.00
0.29 1.18 0.57

PHQ-9　10点以上

ハイリスク者に関連する要

β SE
0.01

0.36

0.04
0.00 1.00 0.6

1.11 0.45
0.10 0.79 0.45

0.69 0.53
1.24 0.77

0.38 1.47 0.52
0.04 1.86 0.64
0.00 0.37 0.51
0.00 0.62 0.51
0.57 -0.07 0.47

PCL　44

に関連する要

 

OR P

0.6 2.71 0.10
0.45 3.02 0.01
0.45 2.20 0.08
0.53 2.00 0.19
0.77 3.46 0.11
0.52 4.37 0.00
0.64 6.42 0.00
0.51 1.44 0.47
0.51 1.86 0.22
0.47 0.94 0.89

44点以上
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図 9.

 
 

図 8.

. こころのエクササイズ研修

8. H24～H26

こころのエクササイズ研修

H26 年度合算

こころのエクササイズ研修-

年度合算 SPR 基本研修後の感想

 

-告知用パンフレット

基本研修後の感想  

告知用パンフレット

基本研修後の感想 

告知用パンフレット 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



図 10

 
 
 

図 11
 

1) 自分の考え方のクセを知っている。

2) どのように考えるとうつや不安な気分が強くなるのか分
かっている。

3) 自分をいつも苦しめている考え方に気づき、発想を切り替える
ことができる。

4) なるべく他の人の考えを聞き、考え方のレパートリーを増やそうとし
ている。

5) 問題を解決しようとする時には、達成したい具体的な目標を立てる
ようにしている。

6) 問題を解決しようとする時には、もうそれ以上のアイデアを思いつけ
なくなるまで、できるだけ多くの選択肢を考える。

7) 解決策を実行した後で、状況がどう変化したかを注意深く評価
する。

10. 研修前後での特性的自己効力感の変化

11.  研修前後での研修の理解についての質問の得点の変化
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自分の考え方のクセを知っている。

どのように考えるとうつや不安な気分が強くなるのか分

自分をいつも苦しめている考え方に気づき、発想を切り替える

なるべく他の人の考えを聞き、考え方のレパートリーを増やそうとし

問題を解決しようとする時には、達成したい具体的な目標を立てる

問題を解決しようとする時には、もうそれ以上のアイデアを思いつけ
なくなるまで、できるだけ多くの選択肢を考える。

解決策を実行した後で、状況がどう変化したかを注意深く評価

質問
0 (あてはまらない

研修前後での特性的自己効力感の変化

研修前後での研修の理解についての質問の得点の変化

自分の考え方のクセを知っている。

どのように考えるとうつや不安な気分が強くなるのか分

自分をいつも苦しめている考え方に気づき、発想を切り替える

なるべく他の人の考えを聞き、考え方のレパートリーを増やそうとし

問題を解決しようとする時には、達成したい具体的な目標を立てる

問題を解決しようとする時には、もうそれ以上のアイデアを思いつけ
なくなるまで、できるだけ多くの選択肢を考える。

解決策を実行した後で、状況がどう変化したかを注意深く評価

質問
あてはまらない) から4 (あてはまる

研修前後での特性的自己効力感の変化

研修前後での研修の理解についての質問の得点の変化

どのように考えるとうつや不安な気分が強くなるのか分

自分をいつも苦しめている考え方に気づき、発想を切り替える

なるべく他の人の考えを聞き、考え方のレパートリーを増やそうとし

問題を解決しようとする時には、達成したい具体的な目標を立てる

問題を解決しようとする時には、もうそれ以上のアイデアを思いつけ
なくなるまで、できるだけ多くの選択肢を考える。

解決策を実行した後で、状況がどう変化したかを注意深く評価

あてはまる)

 

研修前後での特性的自己効力感の変化 

研修前後での研修の理解についての質問の得点の変化

研修前

2.12

どのように考えるとうつや不安な気分が強くなるのか分 2.46

自分をいつも苦しめている考え方に気づき、発想を切り替える 1.98

なるべく他の人の考えを聞き、考え方のレパートリーを増やそうとし 2.81

問題を解決しようとする時には、達成したい具体的な目標を立てる 2.43

問題を解決しようとする時には、もうそれ以上のアイデアを思いつけ 2.07

解決策を実行した後で、状況がどう変化したかを注意深く評価 1.88

研修前後での研修の理解についての質問の得点の変化 

研修前 研修後

2.12 2.95

2.46 2.92

1.98 2.51

2.81 2.95

2.43 2.59

2.07 2.11

1.88 2.26

 

研修後 Z

2.95 -3.43

2.92 -2.08

2.51 -2.95

2.95 -0.87

2.59 -0.36

2.11 -0.74

2.26 -2.05
 

P

0.00

0.04

0.00

0.38

0.72

0.46

0.04


